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ブルガリア月報【２０２１年０５月】 

令和３年６月 

在ブルガリア日本国大使館 

概観 

【内政】 

・５日、社会党（ＢＳＰ）による組閣マンデートの返上 

・１２日、暫定政権（選挙管理内閣）の発足 

【外政】 

・１０日、ザハリエヴァ副首相兼外相のＥＵ外相理事会出席 

・２０日、ポルトガル外相及び近隣政策・拡大担当欧州委員会委員のブルガリア訪問 

・ストエフ外相による暫定政権の外交優先事項の発表 

【経済】 

・マリッツァ・イースト２石炭火力発電所の経営状況 

・ＩＧＢの完成時期に係るエネルギー・水規制委員会会長の発言 

ブルガリアのマクロ経済指標は、ブルガリア国立銀行（https://www.bnb.bg/Statistics/StMacroeconomicIndicators/index.htm?toLang=_EN）よりご覧になれます。 

この月報はブルガリア各種メディアの報道等をとりまとめたものであり、在ブルガリア日本大使館の意見や判断を反映するものではありません。 

内政 

◆社会党による組閣マンデート返上 

５日、ラデフ大統領は、総選挙で第３党とな

った社会党（ＢＳＰ）に対し組閣マンデート

を付与し、ＢＳＰはその場でこれを返上した。

これにより、第４５回国民議会による組閣は

不成功に終わり、解散総選挙の実施が確実と

なった。 

 

◆中央選挙委員会の発足 

１１日、ラデフ大統領は、１５名から構成さ

れる新たな中央選挙委員会（ＣＥＣ）を任命

した。新ＣＥＣは、改正された選挙法に基づ

き、７月１１日に選挙を実施することが決定

された 

新たなＣＥＣ委員長には、ネイコヴァ氏（前

国民議会法務委員会アソシエイト、元ＣＥＣ

報道官）（There is such a people：ＴＩＳＰ

推薦）が任命された。 

 

◆ＧＥＲＢの全国大会の開催 

１１日、ＧＥＲＢは、全国大会をビデオ会議

形式で開催した。同大会では、ＧＥＲＢの執

行委員会及び管理委員会の新メンバーが選出

され、また、党規則の改正が採択された。ま

た、ファンダコヴァ・ソフィア市長及びニコ

ロフ・ブルガス市長に代わり、ドンチェフ氏

（前副首相）及びミトフ氏（第二次ボリソフ

内閣時外相）がＧＥＲＢ副党首に就任した。 



◆暫定政権（選挙管理内閣）の発足 

１２日、ラデフ大統領は、自身が任命した暫

定政権（選挙管理内閣）を発表した。同大統

領は、「暫定政権が直面する重要課題は、国家

の正常な機能を確保し、票の売買との戦いに

より公正な選挙を保証し、国の本当の姿を見

極め、国家を強化するための最初の一歩を踏

み出し、ブルガリア人に自国が公正、透明性

及び責任を持って運営できることを示すこと

である。本日、自分が任命して発足する政府

は、暫定的なものではあるが、民主的な統一

性の中で運営される政府になるという目標を

掲げており、政治的左派・中道・右派の人々

や政治的に中立な人々、プロフェッショナル、
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実績を有する管理者或いは専門家、自由な起

業家、国民の不満の代弁者、学界の代表者等

で構成されている」と述べた。 

ヤネフ暫定内閣首相は、「暫定政権は、『誠実

さ・透明性・プロ意識』をモットーに運営さ

れる。短期の政権期間において、暫定政権が

長期に亘り蓄積された問題を解決できるかど

うかは保証できないが、問題解決のプロセス

が確実に開始されるようできる限りのことを

していく最も重要なことは法の支配を維持す

ることである。憲法が定めている暫定政権の

主な優先事項は、法規定を厳守した上で、自

由で公正且つ民主的な選挙を組織・実施する

ことである」等と述べた。 

 

外交 

１． ブルガリア・中国関係 

◆ヨトヴァ副大統領と当地駐在中国大使との

会談 

２１日、ヨトヴァ副大統領は董在ブルガリア

中国大使と会談を行った。 

ヨトヴァ副大統領は、「２０１９年にソフィ

アに開設された中国-中・東欧協力センターは、

当地では殆ど知られておらず、、今後、本格的

な取り組みを行うべきである」と述べた。 

董大使は、「中国は、同センターを非常に重

要視しており、ブルガリアが中国と中東欧諸

国の１７＋１協力イニシアティブにおいて、

積極的な役割を果たしていると認識している。

１７＋１フォーマットは、中国とＥＵとの協

力の重要な一部であり、中国とブルガリアの

関係と様々な分野において実際的な協力を再

活性化させるであろう」と述べた。 

また、両者は、特に教育と文化の分野でブル

ガリア・中国の協力関係を促進する方法につ

いて意見交換し、董大使は、中国の対ブルガ

リア投資を増大させたいと述べた。 

 

２． ブルガリア・ＥＵ関係 

◆ザハリエヴァ副首相兼外相のＥＵ外相理事

会出席 

１０日、ザハリエヴァ副首相兼外相は、ＥＵ

外相理事会に出席し、西バルカン諸国のＥＵ

加盟に関する演説を行った。 

同外相は、「ＥＵ加盟交渉のみでは西バルカ

ン諸国の地政学的方向性を強化するのに十分

でなく、同地域の国々は、ＥＵの基準を遵守

し、加盟国に対する資金提供されたディスイ

ンフォメーション・キャンペーンを終了する

等の必要な改革を効果的に実施する必要があ

る。西バルカン諸国に係る議論をより頻繁に

行うべきだということには同意するものの、

残念ながら、４年前にブルガリアがＥＵ議長

国を務め、同地域の国々との関係強化を主張

した際の議論は、現在の議論と同じような形

で進んでいた。当時、ブルガリアの近隣諸国

は、改革が十分に実行されていないことを正

当化するため、他国を非難していた。外交・

安全保障政策分野におけるＥＵの決定及び立

場に対する西バルカン諸国の全面的なコミッ

トメントの欠如も懸念されている」と述べた。 

 

◆ストエフ外相の臨時ＥＵ外相理事会出席 

１８日、臨時のＥＵ外相理事会（ビデオ会議）

において、ストエフ外相は、イスラエル・パ

レスチナ間の緊張の高まり、ガザからのミサ

イル攻撃、多数の死傷者を出した民間人への

攻撃及びイスラエル領内におけるコミュニテ

ィ間の衝突につき深刻な懸念を表明した。 

 

３． 北マケドニア関係 

◆ポルトガル外相及び近隣政策・拡大担当欧

州委員会委員のブルガリア訪問 

２０日、ラデフ大統領は、ブルガリア訪問中

のポルトガル（ＥＵ議長国）のサントス・シ

ルヴァ外相及びヴァルーヘイ欧州委員会委員

（近隣政策・拡大担当）と会談し、西バルカ

ン諸国の欧州統合プロセスを加速させるため

の方策について協議した。 

ラデフ大統領は、「ＥＵの拡大は、バルカン
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半島における善隣関係の構築において持続可

能な結果を達成することに根ざす必要があり、

これは時間をかけた不可逆的なプロセスでな

ければならない。ブルガリアは、責任あるＥ

Ｕ加盟国として、加盟候補国がコペンハーゲ

ン基準を満たし、欧州協力の中心である善隣

友好と人権尊重の原則を推進するための支援

を続けていく。ブルガリアにとり、西バルカ

ンのＥＵ加盟とＥＵの拡大は議論の余地のな

い優先事項である」と述べた。 

同日、ストエフ外相もサントス・シルヴァ外

相及びヴァルーヘイ欧州委員会委員と協議し

た。 

ストエフ外相は「ブルガリアは、各国個別の

業績という基準を尊重しつつ、西バルカン諸

国の欧州統合を一貫して支持し続けている。

我々は、北マケドニアとのオープン且つ完全

な対話を行う用意がある。この問題について

は継続性があり、北マケドニアに対するブル

ガリア国家としての立場に変化は期待できな

いということを強調したい」と述べた。 

 

４． その他 

◆欧州委任検察官の追加任命 

７日、欧州検察局（ＥＰＰＯ）は、ブルガリ

アの代表者１名を欧州委任検察官に追加任命

したと発表した。これにより、ブルガリアは、

ＥＰＰＯに計４名の検察官がいることになる。

また、ブルガリアからの２名の候補者は、全

ての要件を満たしていないことから却下され

た。先月、ＥＰＰＯは、ブルガリアの検察官

３名を任命し、４名を拒否したと発表した。

ブルガリアは、計１０名の候補者を指名し、

そのうち１名のみが業務を開始している。 

・欧州検察庁に参加している２２カ国のうち、

３カ国は未だ候補者を提示していない。欧州

検察庁の業務開始は６月１日を予定している。 

 

◆ラデフ大統領のブカレスト９首脳会合出席 

１０日、ラデフ大統領は、ＮＡＴＯ東部方面

に位置する同盟国のプラットフォームである

ブカレスト・ナイン（Bucharest９：Ｂ９）の

首脳会合にテレビ電話を通じて出席した。Ｎ

ＡＴＯ首脳会合に先立ち、ＮＡＴＯが直面す

る課題について意見交換及び立場の調整が行

われた。 

同会合には、バイデン米大統領が特別ゲスト

として出席し、また、ストルテンベルグＮＡ

ＴＯ事務総長が出席者に向けてスピーチを行

った。 

 

◆三海域イニシアティブ投資基金に関する国

際会議におけるラデフ大統領の発言 

１８日、ラデフ大統領は、ブルガリア開発銀

行が主催する三海域イニシアティブ投資基金

（３ＳＩＩＦ）に関する国際会議に出席した。 

・同大統領は、「３ＳＩＩＦの強化及びアンバ

ー・インフラストラクチャー・グループへの

投資顧問の誘致は、三海域イニシアティブ（３

ＳＩ）が政治的から実際的な行動へと移行し

たことを示すものであり、ビジネスが重要な

役割を果たしている」と指摘した。 

また、同大統領は、「３ＳＩ地域の大きな可

能性に基づいて、日本や韓国、カタール、そ

の他の国々から３ＳＩへの関心が高まってい

る。ブルガリアは、３ＳＩ地域の地理・時間

的な境界線を越えて、３ＳＩの下でプロジェ

クトを発展させるための理に適った方法を模

索している。本年、ブルガリアがソフィアで

開催する３ＳＩ首脳会合にギリシャを招待し

たのも、同地域の発展のための新たな機会を

模索するためであり、南北の連結を完全に確

保する必要がある。重要な運輸、エネルギー

及びデジタルの連結は、ギリシャとの国境を

通過しており、ギリシャの港湾や液化ガスタ

ーミナルの潜在能力を活用すべきである」と

述べた。 

 

◆暫定政権の外交優先事項の発表 

２５日、ストエフ外相は、今後２ヶ月間にお



 ４ 

ける外務省の主な優先事項等につき説明した。 

外交政策の優先事項は、何よりも北マケドニ

アとの信頼関係を回復し、二国間対話を強化

することである。我々は、北マケドニア側と

の建設的な対話を期待している。 

更に今後数ヶ月間の国際的なアジェンダと

して、ＮＡＴＯ内におけるパートナーシップ、

今後予定されている加盟国外相によるビデオ

会議、６月に予定される首脳会議に向けた準

備がある。また、ブルガリアが議長国を務め

る３ＳＩ首脳会議にも注目している。 

７月１１日に実施予定の議会選挙に向けた

外務省の準備状況として、在外のブルガリア

人コミュニティに対し協力を呼びかけている。

ブルガリアは、大使を派遣する１２８カ国に

選挙実施の同意を求めており、既に１９カ国

から同意を得ている。２４カ国、約３００箇

所で機械投票が行われる見込みであり、これ

については中央選挙委員会の決定を待ってい

る。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

経済 

１．経済政策、産業 

（１）インフラ関連 

◆マリッツァ・イースト２石炭火力発電所の

経営状況 

国から１０億レヴァ（約５億ユーロ）の援助

を受けたにも関わらず、国営であるマリッツ

ァ・イースト２石炭火力発電所は、見通しの

立たない技術的破産状態にある。同発電所は、

２０１９年が２億８００万レヴァ、２０１８

年が３億３２００万レヴァの赤字だったのに

対し、２０２０年は３億４１００万レヴァの

記録的な赤字を計上した。 

同発電所の財務報告書によれば、損失は１１

５万レヴァに達しており、営業収益は２０１

９年が６億７５００万レヴァだったのに対し、

２０２０年には３１．９９％減の４億５９０

０万レヴァとなった。 

厳しい結果になった主な理由のひとつに、二

酸化炭素排出量に対する支出がある。２０１

９年は３億６００万レヴァだったが、２０２

０年には３億３９００万レヴァに達した。２

０２１年には７億５０００万レヴァを超える

見込みであり、何故ならば、二酸化炭素排出

の価格が、２０２０年の平均２５ユーロから

ここ数か月で５５ユーロ以上に上昇したから

である。同発電所の業績報告書によれば、マ

リッツァ・イースト２石炭火力発電所は、国

家電力会社（ＮＥＫ）から発電可用性サービ

ス及び二酸化炭素排出量関連の費用が負担さ

れているマリッツァ・イースト複合施設の他

の発電所に比べ、不利な状況に置かれている。 

 

◆ＩＧＢの完成時期に係るエネルギー・水規

制委員会会長の発言 

ロシアからの天然ガスの代替となるアゼル

バイジャンからの天然ガスがブルガリアに入

る際に経由するギリシャ・ブルガリア・ガス

インターコネクター（ＩＧＢ）プロジェクト

は、２０２２年半ばまでに準備ができないこ

とが、エネルギー・水規制委員会のイヴァノ

フ委員長の発言で明らかになった。これは、

２０２０年後半に完了が予定されていたプロ

ジェクトの延期に続く新たな延期である。 

ボリソフ首相（当時）は２月に建設現場を視

察した際、「プロジェクトは完成するはずだ。

これは我々にとり戦略的なプロジェクトであ

り、我々の（エネルギーの）多様化がかかっ

ている」として、２０２１年末までにプロジ

ェクトを完成させるべきだと述べた。業者側

は、今年中にはパイプラインが地中に設置さ

れ、ガスが供給されるようになるだろうと述

べていた。 

 

２．その他  

◆貧困率の状況：２０２０年度の貧困線 

国家統計局によれば、２０２０年度のブルガ

リアの貧困線は、世帯員１人あたり月平均４



 ５ 

５１．００レヴァであり、人口の２３．８％

にあたる１６５万９９００人が貧困線以下で

生活していた。 

２０１９年比で、貧困線は９．２％上昇し、

貧困層の割合は１．２％ポイント増加した。

同時に、社会保障制度は、貧困削減に大きく

貢献した。２０２０年のデータによれば、年

金からの収入を家計に含め、その他の社会的

移転（手当、社会・家族給付及び補助金）を

除いた場合、貧困線以下で生活する人口の割

合は、２３．８％から２９．９％へと６．１％

増加する。逆に、年金及びその他の社会的移

転を除いた場合、貧困線以下で生活する人口

の割合は、１７．９％増加して４１．７％と

なる。 

２０２０年、貧困層の割合は、失業者の中で

最も高く６１．１％となり、失業者の男性の

貧困リスクは失業者の女性よりも１２．３ポ

イント高かった。また、同年、１８?６４歳の

被雇用者に占める貧困層の割合は、２０１９

年比で０．７％ポイント増加して９．７％と

なった。貧困リスクは、正規雇用で働く人よ

りも非正規雇用で働く人の方が４倍高かった。

同時に、正規雇用の女性の貧困リスクは、男

性よりも２．１％ポイント低かった。 

教育水準と被雇用者の貧困リスクには、強い

関連性がある。ワーキングプアの割合が最も

高かったのは、初等教育を受けた人及び教育

を受けなかった人で６５．７％であった。初

等教育を受けた人のワーキングプアの割合は

約２倍、中等教育を受けた人では８倍以上低

かった。また、高等教育を受けた人のワーキ

ングプアの割合は２．４％と最も低かった。 
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ブルガリア内政・外交の動き(６月) 

  在ブルガリア大使館 

  

1（土）  

2（日） 

3（月）  

4（火）  

5（水） 社会党（ＢＳＰ）による組閣マンデート返上 

6（木）  

7（金）  

8（土）  

9（日）  

10（月） ☆ザハリエヴァ副首相兼外相のベルギー訪問：ＥＵ外相理事会出席 

11（火） 中央選挙委員会（ＣＥＣ）の発足 

12（水） 暫定政権（選挙管理内閣）の発足 

13（木）  

14（金）  

15（土）  

16（日）  

17（月）  

18（火） ストエフ外相の臨時ＥＵ外相理事会出席（ビデオ会議） 

19（水）  

20（木） ★ポルトガル外相及び近隣政策・拡大担当欧州委員会委員のブルガリア訪問：ラデ

フ大統領及びストエフとの会談 

21（金） ヨトヴァ副大統領と当地駐在中国大使との会談 

22（土）  

23（日）  

24（月）  

25（火）  

26（水）  

27（木）  

28（金）  

29（土）  

30（日）  

31（月）  

 

★来訪 ☆往訪 
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ブルガリア経済指標の推移（出典：国家統計局、中央銀行、財務省（日本）貿易統計） 
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